
次世代自動車に関する経済産業省の取組 

平成２４年１１月９日＇金（ 

東北経済産業局  滝本 浩司 

文部科学省地域イノベーション戦略支援プログラム 次世代自動車宮城県エリア 

次世代自動車のための産学官連携イノベーション；大学発の新製品、新システム開発 

人材育成プログラム Basiiiic Phase 基礎コース 第2回 
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平成２４年度  次世代走行システム 
関連産業創出事業活動概要 

 東北発の次世代自動車製品等の開発を目指し、産学官の有識者から構成される 

「イノベーション創出会議」を設置・運営。同会議において検討のうえ抽出された製品テーマ＇セ
ンサ／画像処理、パワーユニット、非接触充電システム（に関し、新たな技術・製品開発プロ
ジェクトの創出に向けた研究会活動、ビジネスマッチング等を実施する。 

事業概要 

                                            
経済産業省所管 平成２４年度地域新成長産業創出促進事業 
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イノベーション創出会議 概要 

自動車の基本性能＇「走」、「曲」、「止」（の向上に加え、「安全」、「環境」、「快適」等のコンセプトから、  
 今後求められる自動車とその関連技術について検討し、東北発の技術・製品開発の促進を図ること 
 を目的に設立＇２００９年２月（。 
「環境」「安全」「快適」の視点から４７分野１６７技術を抽出し、優先度の高い製品３テーマを選定。 
自動車メーカー、地域企業、大学等の有識者＇委員（により、各テーマに関する活動の方向性を審 
 議するとともに、各委員の知見・ネットワークを活かし個別の活動をサポートする体制を整備。 

【イノベーション創出会議 委員名簿（Ｈ２４年度）】 （＊五十音順、敬称略） 

 
【座長】山本 憲一 (石巻専修大学 理工学部機械工学科 教授)    
 綾   信博（産業技術総合研究所 イノベーションコーディネーター）   伊藤 和雄 （自動車部品ネット21代表／(社)日本自動車部品工業会）       
 大町 信一（株式会社ケーヒン 執行役員）               金井  浩  （東北大学大学院工学研究科長・工学部長）                 
 小林 英夫（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 教授）       齋藤 吉雄 （岩機ダイカスト工業株式会社 代表取締役） 
 玉野 亨  (トヨタ自動車東日本株式会社 執行役員)           寺久保 昌己(アルプス電気株式会社 技術本部 事業推進部事業推進1G 主査)   
 中山 明人（トヨタテクニカルディベロップメント株式会社 専務取締役）奈倉 伸芳 （アイシン東北株式会社 代表取締役社長）         
  引地 政明（引地精工株式会社 代表取締役）                       吉田 栄吉 （ＮＥＣトーキン株式会社 取締役 材料研究開発本部長）    
 竹下 肇(プライムアースEVエナジー株式会社 取締役宮城工場長) 
            
  
 

センサ・画像処理 

パワーユニット 

非接触充電 
＇給電（システム 

安全 

快適 

環境 

製品・研究開発テーマに
関する検討 キーワード テーマの選定 

・・プラスα 

研究会活動 
・マシンビジョン研究会 

・次世代移動体センサシ
ステム研究会 

ビジネスマッチング 
・課題解決型商談会 

広域ネットワーク事業 
関東、中部地域との連携 

活動の展開 

・・・等 
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次世代走行システム関連産業創出事業連携体制・活動の概要 

センサ・画像処理 パワーユニット 非接触充電システム

マシンビジョン研究会

画像処理

研究会活動

○公開セミナー

○検討会

○マッチング会
○分科会

技術ニーズ・技術課題

技術シーズ等調査

センサ

次世代移動体センサ
システム研究会

情報提供等

実証試験/
技術動向等

：事業プロジェクト

企業・自治体等

技術課題抽出

川下企業に技術シーズ

提案＇個別マッチング会（

技術課題研究会活動

研究会活動
研究会分科会

活動

地域で取組むべき

製品テーマ/研究開発

プロジェクト等の

方向付け
企画委員会

○とうほく自動車産業集積会議

○自動車関連協議会
○北東北３県自動車技術研究会
○企業立地

・人材育成
・販路拡大
＇合同商談会・出展事業等（

等

自治体等との連携

○東北大学大学院工学研究科

情報知能システム研究センター＇ＩＩＳ（

次世代移動体システム研究会

未来科学技術研究開発センター

○産総研

○各県公設試

等

次世代走行システム関連産業群創出事業の連携体制＇自動車（

○中部地域等との交流

大学等との連携

コーディネーター

イノベーション創出会議
＇産学官連携による運営母体（

事業運営

東北経済産業局
経済産業省

事業運営事務局
(ＩＣＲ（

地域新成長産業群創出基盤形成事業 ビジネスマッチング事業

東北発のイノベーティブな製品開発プロジェクトの形成、新事業の創生

次世代材料加工技術等

川下ニーズに対する域内

保有シーズの課題抽出

技術課題への高度化支援

及びマッチング活動
・加工技術 ・評価技術 等

事業活動イメージ ビジネスマッチング事業
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自立化
位相限定相関法

画像処理

技術ｼｰｽﾞ

技術ｼｰｽﾞ

技術ｼｰｽﾞ

技術ｼｰｽﾞ

川上企業・大学・公設試等

保有技術シーズ

自動車視認分野

ｾｷｭﾘﾃｨ分野

医療分野

用途

ＦＡ検査分野

その他分野）

）；顕微鏡、物流、ゲーム他

川下・川中企業

市場ニーズ・技術課題 課題解決型

ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ形成

自動車視認分科会

ＦＡ検査分科会

ｾｷｭﾘﾃｨ分科会

○○分科会

医療分科会
広ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ

ｲﾒｰｼﾞｾﾝｻ
ﾌｫﾄﾆｯｸ

結晶

・ｵﾝﾘｰﾜﾝ技術の創出

・低ｺｽﾄ量産技術の開発

研究開発

競争的資金

プロジェクト提案

東北発のイノベーティブな製品開発を目指す

守秘契約

公開セミナー 検討会
マッチング会

分科会

マシンビジョン研究会

他地域との交流会

マシンビジョン研究会   

【会長等】 会  長 ： 東北大学大学院情報科学研究科 教授 青木孝文 氏 
       副会長 ： 引地精工株式会社   代表取締役  引地政明 氏 
                      トライポッドワークス株式会社 代表取締役社長  佐々木賢一 氏 
【会員】     ６８社・人＇２０１２年７月現在（  
【事務局】 東北経済産業局 地域経済部 次世代産業推進室、 ＇株（インテリジェント・コスモス研究機構       

車載用画像処理システム＇前方視認用等（の製品開発等を目指した「マシンビジョン研究会」を発足 
＇設立：２０１０年１月（。 
セキュリティ・ＦＡ検査・医療用途など幅広い分野への応用展開が期待される領域もカバーしながら、 
  東北発の技術・研究開発等を促進。 
情報提供やネットワーク構築活動から個別プロジェクト支援まで、関心企業のニーズに応じた幅広 
   いメニュー設定ときめ細やかな支援を実施。約５０プロジェクトが組成され進行中。 
  ＇うち、８件については、国の競争的資金を獲得し研究開発中（。 
積極的な広域連携を図り、試行的に浜松地域とのマッチング事業を実施。 

約５０プロジェクト＇うち２３年度；約２０プロ
ジェクト（が組成された 

２３年度活動の成果 

競争的資金の活用状況 
■新規プロジェクト採択件数 
  ・平成２２年度採択 ； ６件採択 
  ・平成２３年度採択 ； ３件採択 
  ・ものづくり基盤技術高度化認定：１２件 
■ 新規事業創出による売上高 
    ・平成２２年度売上高 ；  ６２百万円 
  ・平成２３年度売上高 ； １３０百万円 
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マシンビジョン研究会 主な活動実績 

マシンビジョン分科会＇会員限定・非公開（ 

・車載用・セキュリティ用・ＦＡ検査用等の開発目標に応じた分科会を開催し、研究開発等を促進 
【活動実績】 約５０分科会＇随時開催（ 
・「前方・側方・車内視認などの車載用小型ｶﾒﾗ」「鏡面や塗装面などの微小な凹凸を検出する外観検査用産業ﾛﾎﾞｯﾄの高度化」「画像処   
  理技術とｾﾝｻの組み合わせによるｾｷｭﾘﾃｨ監視ｼｽﾃﾑ」など、技術相談や共同研究などを含め約５０プロジェクトが進行中。                          

マシンビジョンセミナー＇公開（ 
・技術シーズ・ニーズの発表会及び情報交換会＇年１、２回開催（ 
【活動実績】 
・H22.1.26「マシンビジョン・公開セミナー」の開催＇70社・130名出席（ 
・H22.10.6「画像認識技術の最新動向と応用展開」の開催＇74社・134名出席（ 
 

マシンビジョン検討会＇出前講座（＇会員限定・非公開（ 

・専門家と会員による検討会＇H24.2.29第1回検討会27社企業・団体45名（ 
・地域企業向け出前コンサル 
【活動実績】 
・東北大学教授等による地域企業向け出前コンサルを実施＇８回（ 
・H22.10.19競争的資金の活用に向けた検討会＇５件（ 
 
 

マシンビジョン交流会＇会員限定・公開（ 

・他地域の専門家と会員との地域間交流会 
【活動実績】 
・H22.7.2 浜松地域との第1回交流会＇仙台（を開催＇65名参加（ 
・H23.2.9 浜松地域との第2回交流会＇浜松（を開催＇64名・内東北地域21名参加（ 
 

マシンビジョンマッチング会＇会員限定・非公開（ 

・会員企業の川上企業から川下・川中企業へ技術シーズの提案    
・川下・川中企業からのニーズをもとに技術課題の提供 
【活動実績】 
・地域企業間のマッチング会を開催＇３件（ 
・H23.8.23-24浜松地域との個別マッチング会を開催＇15件・86名参加（         
・H23.10.19-21オプトロニックスフェア共同出展＇370名来場（ 
・H23.11.25浜松地域との個別マッチング会を開催＇3件・10名参加（ 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成 

 
 
公 

 
開 

 
 
 
 
非 

 
公 

 
開 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援 

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ 
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【活動目的】 
次世代の車両・移動体システムに期待される「機能」とユーザーの「感性」に訴える新たなセンサシス 
 テムの開発を目指した「次世代移動体センサシステム研究会」を発足＇設立：２０１１年７月（。 
  【座長：東北大学大学院 情報科学研究科 教授 田所 諭 氏】 
開発型センサ企業、自動車関連川中・川下企業、大学・研究機関等を構成メンバーとして、次世代車 
 両・移動体等におけるセンシングの将来的課題や制御アルゴリズムのニーズとの整合性等を検討し、 
 研究・製品開発プロジェクトの組成を目指した研究分科会を組成。 
センサ単体の差別化だけでなく、アルゴリズム、デジタル処理回路等を含めたセンサシステムトータ 
 ル性能での競争力向上を図る。     
 
 
 
 
 
 
 
 

 次世代移動体センサシステム研究会 概要 

①次世代車両・移動体・製造プロセス等におけるセンシングの動向  
  と技術課題  ２５名＇１５企業・団体（参加    ＇第１回：７/１９（ 
 
②人・障害物検知センサと高速ワイヤレス通信等の動向と技術課題     
           ３１名＇１８企業・団体（参加     ＇第２回：９/６（     
 
③運動制御に関するニーズ・技術課題とモーションセンサ等の技術 
  シーズ     ３０名＇１９企業・団体（参加   ＇第３回：１０/２７（ 
 
④無線センサーネットワーク用環境発電に関するニーズ/技術課題 
  と技術シーズ  ３８名＇２０企業・団体（参加   ＇第４回：１２/１２（ 

研究会テーマ 

下記のテーマで研究分科会を設置し、研究・製品開発プロジェクトを
組成中 
①自律走行用高度センシングシステム             
②製造プロセス用ワイヤレスセンサネットワークシステム 

研究会のコンセプト 

15 
東北発のイノベーティブなセンサシステム製品開発 

■ 新規事業創出による売上高            
 ・平成２３年度売上高 ； １００百万円 
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非接触充電＇給電（方式の開発・実用化の方向性と課題 
非接触給電 

＇電磁誘導方式（ 

実証実験中 

  ・ｺｲﾙ間距離：１０ｃｍ 
  ・周波数：20KHz～30KHz 
  ・伝送効率：９２％ 

非接触給電 
＇共振型電磁誘導方式（ 

  ・ｺｲﾙ間距離：２０ｃｍ 
  ・周波数：20KHz～？KHz     

プラグイン給電 

急速充電規格「ﾁｬﾃﾞﾓ」 
 

インフラ整備中 

３０ＫＷ～５０ＫＷ 

３０ＫＷ～５０ＫＷ 
２次電池が大容量である 

 
 
 価格上がる。 

 重量が増す。 

非接触給電 

）関東経済産業局調査報告書、日経エレ記事等から作成のため、各機関の公式 
 発表とは異なる場合がある。 

☆非接触給電の課題 
 ・給電位置合わせの課題 
 ・仕様の標準化 
 ・専用周波数の確保 
 ・電子機器への電磁ノイズ 
 ・人体に対する安全性 

非接触給電 
＇共振型電磁誘導方式（ 

１ＫＷ 

２次電池の小容量化 
  低価格/軽量化 

「ちょこちょこ充電で
走る電車のような 
クルマ」 

 
交差点、赤信号で 
停車中、高速道路 
走行中に給電 

＇共振型電磁誘導方式（ 

  ・ｺｲﾙ間距離：２０ｃｍ 
  ・周波数：20KHz～100KHz 
  ・伝送効率：ｺｲﾙ間距離に依存    

３０ＫＷ～５０ＫＷ 

  １ＫＷ    
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5月 
 

6月 
 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

イノベーショ
ン創出会議 

企画委員会 
 
 

【技術・製品テーマ】 

 
画像処理 

＇マシンビジョン研究会（ 

 
センサ     

(次世代移動体      
ｾﾝｻｼｽﾃﾑ研究会（ 

 
ﾊﾟﾜｰﾕﾆｯﾄ 

非接触充電 
システム 

次世代材料
加工技術等 

平成２４年度  次世代走行システム関連産業創出事業 活動計画 

第１回 
10月 

第２回
３月 

情報収集、ネットワーク構築 

分科会  ＜会員ニーズに応じ、随時開催＞ 

 
研究分科会＜状況に応じ、随時開催＞ 
 

川下企業ニーズ・地域企業シーズ調査 

研究開発プロジェクトの組成・各種サポート 

研究開発プロジェクトの組成・各種サポート 

研究開発プロジェクトの組成・各種サポート 

川上・川下個別マッチング会 

必要に応じて開催 

第１回10月          
検討会 

第１回9/6 
センサ研究会 

第２回11月 
センサ研究会 

第２回２月         
検討会 

実証事業等の実施に向けたサポート 

第１回技術課題    
検討会１２月 

19 

第１回7/30     
広域交流会 

第２回？      
広域交流会 

川下ニーズ・地域シーズ調査⇒重点テーマ絞り込み 個別提案/マッチング 

19 

第１回高度化   
検討会 

第２回高度化 
検討会 

第３回高度化   
検討会 

ＭＡＰリバイス                           １１月初 

委員委嘱 

ADCD
委嘱 

ADCD
委嘱 

ADCD
委嘱 

CD 
委嘱 

２３年度集計                 
６月末 

7/17KRPｵｰﾌﾟﾝ
ｲﾉﾍﾞﾆｰｽﾞ説明会

(仙台（ 

センサジャケット/ 
繋がるｽﾏｰﾄﾌｫﾝ 

テーマ？ 

テーマ？ 

高熱伝導・高絶縁膜 
熱ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 



戦略的基盤技術高度化支援事業＇１８ｆｙ～２４ｆｙ（における 
自動車関連研究開発プロジェクトの採択状況 

•戦略的基盤技術高度化支援事業＇サポイン事業（の採択プロジェクト＇平成１８年度
～２４年度 計１２１件（のうち、TOHOKUものづくりコリドー関連は約７割＇８７件（。 
 

•サポイン事業の全採択プロジェクト中、「自動車関連部材等分野」と「医歯工連携・健
康福祉分野の二分野で約５割＇５８件（を占めている。 
 

•特に、サポイン事業の全採択プロジェクトのうち、自動車関連部材等分野が約３割
＇３４件（を占める。 
 

•採択された自動車関連の研究開発プロジェクト３４件について、主たる研究開発実
施場所を見ると、岩手県が約３割＇１０件（、宮城県が約４割＇１３件（と、両県で約7割
弱を占めている。 
 

•採択された自動車関連の研究開発プロジェクト３４件のうち、１６件がサポイン事業
の研究開発期間を終了。うち、９件＇５０％超（が事業化に成功。 

※ 東北経済産業局 産業技術課 調べ 



サポイン事業＇18-24fy（におけるTOHOKUものづくりコリドー分野 
採択件数、割合 

情報家電 

分野 

17 
14% 

産業機械・ 

プラント設備 

14 
12% 

農商工・地域

資源活用 

3 
2% 

その他＇情報家

電分野（ 

その他＇産業機

械・プラント設備（ 

その他＇農商工・

地域資源活用（ 

東北 
121件 

その他＇TOHOKUものづくりコリドー分野以外（ 

自動車関連部材等分野 

34 

28% 

医歯工連携・健康福祉分野 

24 

20% 

光産業分野 

13 

11% 

半導体製造装置等 

関連分野 

9 

7% 

ＭＥＭＳ技術分野 

3 

3% 

ＩＴ・組込技術分野 

3 

2% 

非鉄金属 

リサイクル分野 

1 

1% 

その他 

34 

28% 

自動車関連部材等分野 

医歯工連携・健康福祉分野 

光産業分野 

半導体製造装置等関連分野 

ＭＥＭＳ技術分野 

ＩＴ・組込技術分野 

非鉄金属リサイクル分野 

その他 



自動車産業関連サポイン事業研究開発プロジェクト 
＇18-24fy 34件（ 各県別割合、件数 

青森県 
1 

3% 
岩手県 

10 
29% 

宮城県 
13 

38% 

秋田県 
3 

9% 

山形県 
6 

18% 

福島県 
1 

3% 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

自動車関連 
34件 

※主たる研究開発実施場所で分類 

青森県 
6 

5% 岩手県 
25 

21% 

宮城県 
47 

39% 

秋田県 
17 

14% 

山形県 
10 
8% 

福島県 
16 

13% 

東北 
121件 

【参考】サポイン事業採択＇18-24fy（各県別割合、件数 



自動車産業関連サポイン事業研究開発プロジェクト 
＇18-24fy 34件（ 技術分野別割合、件数 

鋳造 

 11 
32% 

電子部品・デバイスの実装 

6 
17% 

プラスチック成形加工 

4 
12% 

組込みソフトウェア 

3 
9% 

粉末冶金 

2 
6% 

金型 

2 
6% 

その他 

6 
18% 

鋳造 

電子部品・デバイスの実装 

プラスチック成形加工 

組込みソフトウェア 

粉末冶金 

金型 

その他 

めっき 
1 

高機能化

学合成 

1 

金属プレ

ス加工 

1 
位置決め 

1 

熱処理 
1 

切削加工 

1 

「その他」内訳 

めっき 

高機能化学合成 

金属プレス加工 

位置決め 

熱処理 

切削加工 

自動車関連 
34件 

その他 
6件 



採択年度
研究実施

場所
採択案件のテーマ名 特定研究開発等の要約 研究期間 主たる技術 事業管理者名 法認定事業者

1
H18FY
局枠

宮城県
安価でメンテナンス性に優れたプレス用金
型＇パンチ（の開発

自動車部品のプレス加工で使用される金型において、高寿命化とメンテナンス性の向上が両立でき、ランニングコストを
大幅に削減可能な、新しい構造を持つ抜きおよび曲げパンチの設計・製造技術を開発する。さらに曲げパンチの３次元
形状の創成において、高コスト化の要因である従来の機械加工とは異なる、全く新しい手法を開発して製造コストの大
幅な低減を実現する。

平成１８年度～１９年度 金型
(財)みやぎ産業
振興機構

キョーユー㈱

2
H18FY
局枠

山形県 新規鋳造材料を用いた金型技術の高度化

鋳造材料でありながら従来の金型材料に匹敵する素材性能を持ち、自由な温調配管が可能な新規金型材料を用い
て、自動車及び情報家電業界から強く求められているデザイン性・機能・性能を併せて持つ大型プラスチック部品製造
に適用可能な金型を開発する。また、アルミニウムダイガスト金型に鋳ぐるみ冷却管を適用し、従来の金型材料・型設
計に起因する不具合＇溶損、ヒートチェック、応力腐食割れ（の解消とハイサイクル化を試みる。

平成１８年度～２０年度 金型
(財)山形県産業
技術振興機構

㈱渡辺鋳造所

3
H18FY
局枠

岩手県
環境調和型高機能・高性能鋳造品の製造
技術開発

環境と調和した高機能・高性能鋳造品と高齢化社会における安全で利便性ある製品の開発のために、本プロジェクトで
は、希土類元素＇RE（添加による高強度鋳鉄のシーズと高Mn鋼のリサイクル技術を基に、＇１（磁気特性強化鋳鉄、
＇２（超強靱球状黒鉛鋳鉄、＇３（超軽量厨房用南部鉄器、＇４（超高強度・軽量片状黒鉛鋳鉄を対象に高強度、軽量
化、快削性を達成する新たな技術を開発する。

平成１８年度～２０年度 鋳造 水沢鋳物工業協同組合㈱水沢鋳工所

4 H19FY 秋田県
「自動車用精密部品の製造に適したダイレク
トドライブ方式ＣＮＣ多軸サーボプレスの開
発」

本計画は、低コスト化や精度の向上、環境問題を目的に部材の形状や加工方法の改革を目指す自動車業界やロボット
業界向けに、自社の蓄積された粉末冶金技術を活用することで、要求される高品質で安価な粉末成形品を提供できる
高度なダイレクトドライブ方式ＣＮＣ多軸サーボプレスの開発を行うものである。

平成１９年度～２１年度 粉末冶金
＇財（あきた企業
活性化センター

小林工業㈱

5 H19FY 福島県
「真球人工砂を用いた高流動低温造型プロ
セスの開発」

低熱膨張性と高熱伝導性を有する真球状人工砂を選定又は開発し、これに水に溶けて炭酸ガスで瞬時に硬化する粘
結剤を乾式に被覆する。この被覆砂を専用造型装置により均一高充填し、６０℃以下で高速造型することで高充填性か
つ高寸法精度の鋳型が生産性良くできる。この鋳型により究極の複雑形状・薄肉軽量化鋳物と押し湯削減等による高
生産性が両立できる。さらに再生砂の歩留まり率も高いため、廃棄物が削減でき環境に優しい。

平成１９年度～２１年度 鋳造
＇社（日本鋳造
協会

㈱キャスト

6 H20FY 山形県
超微細組織鋳鉄材料の創成と鋳鉄品の高
機能化に係る技術の開発

自動車部材の耐熱性向上等川下産業の鋳鉄部品に係る多様なニーズに応えるため、球状黒鉛鋳鉄中の黒鉛を「より
細かく、より多く、より均一に」晶出させるための製造技術を開発すること等によって、剛性や靱性の向上、耐摩耗性の
向上及び耐熱性の向上を低コストで実現することを目的とする。

平成２０年度～２２年度 鋳造
＇財（山形県産
業技術振興機
構

㈱ハラチュウ、カク
チョウ㈱、㈱柴田
製作所、㈲日下レ
アメタル研究所

7 H21FY 岩手県
組織制御型高強度・高機能鋳鉄製自動車
用部材の製造技術開発

本プロジェクトでは、鋳鉄の黒鉛形態と基地組織を制御し傾斜高機能化することにより自動車用部材であるインペラー、
プーリー、ブレーキディスクを対象に鋳鉄部材を高強度化する。また自動車産業と関連して、自動車部品をつくるプレス
金型を構成する鋳鉄部材の高強度化を図る。さらに部位毎に異なる組織の確からしさを計測する技術として、実体品を
超音波法により非破壊で試験する技術を確立する。

平成２１年度～２３年度 鋳造
国立大学法人
岩手大学

㈱及精鋳造所
㈱柴田製作所
㈲前田鋳工所
㈲日下レアメタル
研究所

8 H21FY 岩手県
分子接着技術等を用いた表面平滑銅配線
基板等の次世代実装技術の開発

プリント配線基板は自動車関連電子機器の信頼性＇安全性・快適性の向上（の確保に関する課題を有しており、これら
は配線の平滑化、細線化及び矩形化、基板との密着性、及び耐振動性など、線形状、接着特性及び材料特性の改善
により達成できる。本研究では、エントロピー弾性体、トリアジン系分子接着剤を用いることで上記改善を達成した、次
世代実装技術の開発を行う。

平成２１年度～２３年度
電子部品・デ
バイスの実装

＇財（いわて産
業振興センター

㈱いおう化学研究
所
三協化成㈱
㈱東亜エレクトロ
ニクス

9
H21FY
補正

岩手県
超臨界ＣＯ２複合システムによる有害物質フ
リーめっき前処理技術の開発

WEEE/RoHS指令における有害物質フリーの要請により六価クロム等を含む製品の製造、販売及び流通が禁止され、
めっき製造工程においても六価クロム等を用いないプロセスでの製造が求められている。本研究開発では、超臨界CO2
による脱脂と表面改質システムの併用により、規制対象となっている有害物質を使わず、労働者の作業安全性を兼ね
備えた廃液排水処理のないめっき前処理技術を開発する。

平成２１年度 めっき
＇財（いわて産
業振興センター
＇岩手県（

㈱SR開発＇岩手
県（

10
H21FY
補正

宮城県
金属ガラス・ナノ結晶合金の急冷遠心鋳造
技術の研究開発

自動車産業における軽量化、省エネ化、医療産業における高機能マイクロ医療用デバイス＇能動カテーテル、内視鏡
等（の小型化・材料の強度化などが求められている。本研究開発では、優れた機械・化学・電磁気的特性を持つ金属ガ
ラス／ナノ結晶材の溶湯を高速回転鋳型に注入・急冷凝固させることにより、金属系新素材の複雑形状部材を安価に
量産できる半自動化した急冷遠心鋳造精密成形技術を開発することにより、自動車、医療機器等の製造業でのハイテ
ク化に必要な高機能機械機能部材の国際競争力確保を可能にする。

平成２１年度 鋳造
㈱インテリジェン
ト・コスモス研究
機構＇宮城県（

本田精機㈱＇宮城
県（

11
H21FY
補正

岩手県
優れた耐摩耗性と放熱特性を有する軽量化
エンジン用シリンダーの開発

農林水産業の高齢化や家庭菜園の普及に伴い、農機具の軽量化、低コスト化が求められており、部品の素材について
の見直しが進められている。こうした要求の中で、エンジン用シリンダをアルミからマグネへの置き換えが取り組まれて
いるが、鋳造欠陥の発生に対する対策が困難になっている。本研究では、半凝固鋳造技術を用い、新しいマグネシウ
ム合金の開発により、軽量化、低コスト化、更に耐摩耗、放熱特性を有した鋳造欠陥のない汎用エンジンを実現する。

平成２１年度 鋳造
＇財（青葉工学
振興会＇宮城
県（

水沢工業㈱＇岩手
県（

12
H21FY
補正

山形県
フェライト系ステンレス鋳鋼の高機能化に係
る技術の開発

自動車用鋳造部材では、排ガスの高温化に対応するため、耐熱性の高い鋳鋼製部材への切り替えが進められてい
る。その中でも薄肉軽量化を図るためフェライト系ステンレス鋼が注目されているが、耐熱性、延性、靱性、耐食性等の
ニーズに十分に対応し切れていない実情にある。粗大な鋳造組織では、性能性の向上を妨げることから、本研究では、
フェライト系ステンレス鋳鋼の鋳造組織を微細化する技術を確立することによって、高温特性、靱性や延性、耐食性等の
向上を実現することを目的とする。

平成２１年度 鋳造
＇財（山形県産
業技術振興機
構＇山形県（

山形精密鋳造㈱
＇山形県（

戦略的基盤技術高度化支援事業＇自動車分野（の東北採択事例＇ 18-24fy 34件） 



採択年度
研究実施

場所
採択案件のテーマ名 特定研究開発等の要約 研究期間 主たる技術 事業管理者名 法認定事業者

13
H21FY
補正

岩手県
車載用リチウムイオン電池封口板向け高気
密接合封止技術の開発

車載用リチウムイオン電池における封口板の封止部＇金属と絶縁用樹脂の接合部（は、小型化、長寿命化への対応が
課題となっているが、現在の接合封止技術である「カシメ」では対応できない。この課題解決のため、本研究開発では、
表面処理技術とインサート成形技術を併用した金属と樹脂の接合封止技術を開発することにより、川下企業のニーズで
ある15年経過後の金属・樹脂間の「推定剥離長０ｍｍ」を達成し、長寿命化、小型化に対応した新たな封口板製造技
術を確立する。

平成２１年度
プラスチック成

形加工

地方独立行政
法人岩手県工
業技術センター
＇岩手県（

㈱東亜電化
＇岩手県（
㈱トーノ精密
＇岩手県（

14
H21FY
補正

宮城県
自律型ロボット用高性能ＡＤコンバータデジ
タルアシストの研究開発

デバイスプロセスの微細化技術が進むにつれ、回路の速度が向上し、低電力・低コストが実現されている一方で、セン
サ等に用いられるアナログ回路の安定した電気的特性を得ることが困難な状況になっており、安全性、信頼性の低下
が懸念されている。
本研究開発では、アナログ回路の電気的特性の補完として電気的特性解析、ノイズ除去、異常状態判定をデジタルア
シスト回路で実現するとともに、自動生成するシステムを確立することにより、自動車における障害物認識など安全性
が求められるセンサの信頼性を損なうことなく、高精度、高速処理を実現するものである。

平成２１年度
電子部品・デ
バイスの実装

＇財（みやぎ産
業振興機構
＇宮城県（

匠ソリューションズ
㈱
＇宮城県（

15 H22FY 青森県
LiNbO3を利用した小型化加速度センサーの
開発

自動車産業では、欧米で相次いで装着義務が法制化されている横滑り制御装置(ESC)のへの関心が高まっており、そ
れを構成するうえで不可欠な加速度ｾﾝｻｰの小型化や大幅な低ｺｽﾄ化が求められている。本研究では、ﾆｵﾌﾞ酸ﾘﾁｳﾑ
＇LiNbO3（材料を使用したｾﾝｻｰ開発により、従来タイプに比べ、ロスなく加速度を検出、またセンサー素子からの信号
出力をﾌﾙﾃﾞｼﾞﾀﾙとすることで雑音、誤差の原因となっていたｱﾅﾛｸﾞ-ﾃﾞｼﾞﾀﾙ変換を不要にすることにより小型化、低コス
ト、更により緻密な車両制御を可能とし、「安全・安心・快適」に資する加速度ｾﾝｻｰ及びシステムを実現する。

平成２２年度～２４年度
電子部品・デ
バイスの実装

㈱八戸インテリ
ジェントプラザ
＇青森県（

多摩川ジャイロトロ
ニクス㈱＇青森県（

16 H22FY 岩手県
有機ハイブリッドELを活用した自動車用次世
代照明シートの開発

自動車用照明として、重金属を含んだウェッジ球からより長寿命なLEDが主流になっており、近年では薄膜・軽量を特徴
とした有機EL照明の開発が進んでいる。しかし、レアメタルの使用低減や可撓性や耐熱性の確保・発光効率の向上等
による高効率化・高機能化が求められている。本研究開発では、無機材料と有機材料を最適に組合せ、更に酸化亜鉛
を活用することにより、有害金属を排除したより高機能でより高効率、なおかつ装着性の良い自動車用“有機ハイブリッ
ドEL”照明シートの実用化を目指す。

平成２２年度～２４年度
高機能化学合

成

＇財（いわて産
業振興センター
＇岩手県（

㈱ニュートン＇岩手
県（

17 H22FY 宮城県
外観検査用産業用ロボットを高度化する画
像処理組込みソフトウェアの開発と事業化

自動車などの工業製品は、品質維持の為に外観検査を行っている。異品や欠品、キズ等の検査は画像処理により自
動化されているが、塗装面などの鏡面状の製品の微小な凹凸や塗装の色や質感などは目視による官能検査に頼って
いる。本研究開発では、これまでの技術シーズを用いて、微小な凹凸を検出する組込みソフトウェア、及び光学ヘッドの
開発により、目視に頼っていた外観検査を画像検査装置による高速化、自動化を実現する。

平成２２年度～２４年度
組込みソフト

ウェア

㈱インテリジェン
ト・コスモス研究
機構＇宮城県（

バイスリープロジェ
クツ㈱＇宮城県（

18 H22FY 宮城県 多層高効率熱電デバイスの製造

燃費向上の省ネネルギー化を図るうえで自動車エンジンの熱効率を飛躍的に向上させることが渇望されている。
本研究開発では発電効率のよい多層熱電デバイスを開発するることにより、NOx除去装置から出た400℃～600℃の高
熱の排気ガスを15%の効率で10kW程度の電気エネルギーとしうて再生回収を目指す。また、従来構造に比べ電極の大
幅な減尐、安価な材料の使用、コンパクトな形状という特長があるため、大幅なコストダウン(1/4以下)が図られ、発電
施設、廃棄物焼却施設等の廃熱回生にも利用可能。

平成２２年度～２４年度
電子部品・デ
バイスの実装

㈱インテリジェン
ト・コスモス研究
機構＇宮城県（

東北セラミック㈱
＇宮城県（

19 H22FY 宮城県
自動車用プラスチック製次世代電動ウォー
ターポンプユニットの開発

ハイブリッド自動車における各部冷却用電動ウォーターポンプには、自動車の燃費向上の為、さらなる軽量化・小型化
が求められている。本研究では、錆びない強磁性マグネットを用いた駆動用モーターローターの開発と中空成型技術を
用いてのインペラーとモーターマグネットの一体構造化と金属製ハウジングのプラスチック化＇水冷構造（により小型・軽
量化を実現するとともに部品点数の削減を図る。

平成２２年度～２４年度
プラスチック成

形加工

㈱インテリジェン
ト・コスモス研究
機構＇宮城県（

㈱イーノス＇宮城
県（

20 H22FY 宮城県
半凝固鋳鍛成型法による自動車用高機能
製品の開発

昨今の自動車業界のニーズは、ハイブリットや電気自動車等の需要と相まって、自動車部品の軽量化及び高強度化が
求められている。本研究では、これらのニーズに応えるための新たな鋳造技術及び鋳造素材の開発を行う。非鉄金属
の鋳造、鍛造、プレス成型技術の特徴を生かした新たな成型プロセスとして、半凝固スラリー＇鋳造（と異材質とのサン
ドイッチ工法＇鍛造（、いわゆる新たに開発する「異材質複合成型法」を用いた部品開発により、自動車業界のニーズに
応える。

平成２２年度～２４年度 鋳造
＇財（青葉工学
振興会＇宮城
県（

岩機ダイカスト㈱
＇宮城県（
㈱日本ダイカスト
技術研究所＇宮城
県（

21 H22FY 秋田県
自動車産業における生産技術の高度化に
対応した産業ロボット用硬さ試験グリッパの
開発

鉄鋼製品始め、硬さ試験は最も基本的な材料試験だが、従来の試験方法では母材から試験片を切り出し作成して行う
ため、生産ラインに組み込むことや複雑な形状や任意の空間位置の部材に対して“硬さ”を測ることはできない。一方、
自動車産業では、生産国の多様化による品質のばらつきを抑えるため、生産ラインで様々な形状部品に対応した硬さ
試験が望まれている。本研究では、様々な材料に対応した物性を測定する技術を確立し、産業ロボットのアームに取り
付けることにより、任意の３次元空間内において、生産ライン上で全数検査が可能な高精度な計測技術の実用化を図
る。

平成２２年度～２４年度 位置決め

＇財（本荘由利
産業科学技術
振興財団＇秋田
県（

㈱マツザワ＇秋田
県（

22 H22FY 山形県
ステンレス鋳鋼品の信頼性向上に係る技術
の開発

自動車部材としてステンレス鋳鋼ロストワックス鋳造品が多く使われていますが、錆びにくいはずのステンレス鋳鋼が
錆びるという問題が発生している。本研究は、ステンレス鋳鋼の耐食性等の基本的特性を改善し、ステンレス鋳鋼ロス
トワックス鋳造品の工業材料としての信頼性を向上させることによって、自動車部品等における需要拡大を実現すること
を目的とする。

平成２２年度～２４年度 鋳造
＇財（山形県産
業技術振興機
構＇山形県（

山形精密鋳造㈱
＇山形県（

23 H22FY 山形県
マイクロ超音波・電解ハイブリッド内面加工
装置の開発

自動車産業では高性能内燃機関の製造に向け、燃料噴射装置の高圧・高応答化が急務であり、その対策して同装置
部品の小型化が求められている。同装置には１ミリ以下を含む小径穴部品が多く、国内の現行モデル当該部品の大半
は当社内面研削盤で加工していることから、工具回転に依存する加工では限界がある。本研究では、マイクロ切削・研
削加工の高度化を図り、超音波・電解作用の援用加工の確立を行うことにより、工具回転に依存する加工では達成で
きないレベルにある更なる小型化対応の実現を図る。

平成２２年度～２４年度 切削加工
ミクロン精密㈱
＇山形県（

ミクロン精密㈱＇山
形県（

戦略的基盤技術高度化支援事業＇自動車分野（の東北採択事例＇ 18-24fy 34件） 
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24
H22FY
予備費
一般枠

山形県
電気自動車車載用コモンモードラインフィル
タの生産技術の開発

　電気自動車に搭載されるｺﾓﾝﾓｰﾄﾞﾗｲﾝﾌｨﾙﾀにおいて、業界のﾆｰｽﾞで小型軽量による高機能化、生産能力向上及びｺｽ
ﾄ低減がある。それに応えるためには、高機能ﾌｪﾗｲﾄ材の開発、高速巻線による自動化が必須であるが、未だ各社全て
のﾆｰｽﾞに対応する製品開発はされていない。本提案はそのﾆｰｽﾞを解決すべく、粉末冶金技術の高度化を軸とした高機
能ﾌｪﾗｲﾄ材の開発及び新巻線手法を軸とした高速自動巻線技術を確立する。

平成２２年～平成２３年
１２月３１日まで

粉末冶金
＇財（庄内地域
産業振興セン
ター

・㈱ウエノ＇山形
県（
・日本重化学工業
㈱＇山形県（
・㈱グローバルマ
シーン＇山形県（

25
H22FY
予備費
一般枠

秋田県
燃焼圧センサー用ランガサイト型圧電結晶
の形状制御単結晶作製装置及び作製技術
の開発

　自動車の更なる燃費向上には、ランガサイト型圧電結晶を用いたエンジン内燃焼圧センサーが必要とされるが、従来
法ではバルク単結晶からの加工コストが大きく実用化に大きな弊害となっている。本事業ではデバイス形状が直接作
製できるマイクロ引き下げ装置における上流から下流まで全ての要素技術を見直し、中小企業に存在する世界にも高
レベルの技術を掘り起こし垂直統合することで、低価格な圧電結晶素子の製造技術を確立する。

平成２２年～平成２３年
１２月３１日まで

熱処理
国立大学法人
東北大学

・秋田精工㈱＇秋
田県（
・青山精工㈱＇秋
田県（
・高周波ネッスル
㈱＇神奈川県（

26
H23FY

二次公募
宮城県

レーザ・パターニングとインモールド成形での
異種材料複合化技術による次世代ＨＶ／ＥＶ
用ＥＣＵケースの開発

自動車業界では、「軽量化」、「コスト低減」を目的とした筐体材料・部品材料のハイブリッド化＇複合化（のニーズが増大
している。特に接着や締結等によらない金属と樹脂の強固な一体化技術が求められているが、現行技術においては生
産性・信頼性に問題点をかかえており、有効な対応が充分に取られていないのが現状である。そこで、新たに汎用レー
ザを活用した異種材料を一体化の高速プロセス開発を進め、これを事業化する。

平成２３年度～２５年度
プラスチック成

形加工

㈱インテリジェン
ト・コスモス研究
機構＇宮城県（

ヤマセ電気㈱＇宮
城県（

27
H23FY

二次公募
宮城県

高感度微尐酸化計測技術を用いた自動車・
情報家電向けエンジニアリングプラスチック
材の高効率な再生材利用技術の開発

自動車・情報家電メーカにおいて部品のコスト競争は益々激化している。再生材価格は通常の約1/5であり如何に再生
材を活用するかが鍵となっている。しかし再生材の酸化务化度を早期に評価する手法は現在まだ無い。我々は予備研
究で再生材の微尐酸化度の評価に微弱発光計測が利用できることがわかった。そこで本計測技術で再生材の酸化务
化の定量評価を可能とし、再生材の利用向上に寄与する高効率な再生材利用技術の開発を行う。

平成２３年度～２５年度
プラスチック成

形加工

㈱インテリジェン
ト・コスモス研究
機構＇宮城県（

東北電子産業㈱
＇宮城県（

28
H23FY

二次公募
宮城県

難加工性機能性合金の形状制御結晶育成
技術の開発

自動車のスパークプラグ用イリジウム合金や医療機器用ガイドワイヤーやステント用のニチノール等形状記憶合金は高
特性にも関わらず、加工性の悪さゆえ製造コストが高く事業化を妨げている。我々はこれら機能性合金のニアネット形
状の結晶をマイクロ引下法によりシングルプロセスで作製する技術を開発する。具体的には坩堝用高強度不揮発性セ
ラミックス材料、及び、その加工技術を開発し、機能性合金の形状制御育成技術を確立する。

平成２３年度～２５年度 鋳造

国立大学法人
東北大学未来
科学技術共同
研究センター
＇宮城県（

㈱スター精機＇福
島県（
ティーイーピー㈱
＇東京都（
㈱東栄科学産業
＇宮城県（

29
H23FY

二次公募
宮城県

高特性亜鉛新合金により製品実現する高効
率生産可能な鋳造機と解析技術の開発

亜鉛合金ダイカストは安価で精密な部品を大量に生産でき、近年自動車企業、モバイル機器企業等からその強度特性
の向上を強く求められている。本開発研究では、高周波誘導による電磁撹拌効果で新亜鉛合金組成を均一に制御し、
高温連続鋳造が可能な鋳造装置を試作・開発し、高特性亜鉛新合金の製品実現する技術を確立する。新合金の製品
実現に不可欠な流動、凝固解析技術を確立し、最適な製品をユーザーに提供し評価を受ける。

平成２３年度～２５年度 鋳造
＇財（みやぎ産
業振興機構＇宮
城県（

㈱堀尾製作所＇宮
城県（

30
H23FY

補正予算
三次公募

岩手県
ゴムコア通電ボールを応用した電気接点部
材開発

自動車等に用いられる電子機器を構成する電子パーツは、従来コネクターや電線で連結されているが、パーツの小型
化により、電気接点部品も微細化し高抵抗になり、ノイズの発生により高周波特性が著しく低下し大容量高速伝送を阻
害する。そこで、ゴムボールに金属皮膜を形成した通電ボールをあらたに開発・応用し、電子パーツのダイレクト接続に
必要なスプリング性能を付与した、省スペースで高周波特性に優れた接合端子を開発する。

平成２３年度～２４年度
電子部品・デ
バイスの実装

特定非営利活
動法人東大環
境マネジメント
工学センター
＇東京都（

㈱エレック北上
＇岩手県（
イースタン電子工
業㈱＇千葉県（

31
H23FY

補正予算
三次公募

宮城県
形状デザインを高効率化するカメラベースの
軽量小型形状計測システムの開発とその事
業化

自動車・家電等の製造分野におけるデザインレビューでは、迅速かつ簡便な3次元形状計測に対する強いニーズが存
在する。既存のレーザー方式の形状計測システムは大型な上に計測に長時間を要し、この計測ニーズを満たすことが
できなかった。本提案では、設計工程における形状計測コストを低減する軽量・小型で簡便な3次元形状計測システム
を開発し、自動車業界等における形状デザイン工程の高効率化と製品の高品質化を促進する。

平成２３年度～２４年度
組込みソフト

ウェア

公益＇財（みや
ぎ産業振興機
構＇宮城県（

ケイテック㈱＇宮城
県（
東杜シーテック㈱
＇宮城県（

32 H24FY 岩手県
板鍛造プレスにおけるフランジ移動技術の
構築と自動車用複雑三次元形状プレス部品
の開発

自動車産業では低コスト、軽量化、省エネが課題となっているので、厚板を用い段差付フランジ面を持つ複雑3次元プレ
ス部品を板鍛造プレス加工で製造する技術開発を行う。板鍛造プレスにおけるフランジ移動および深絞り加工に関わる
金型技術の構築により、板鍛造プレス技術の高精度化を図り、それによる軽自動車クラスのブレーキドラム部品、大型
コネクターケーシングの市販化を目指す。

平成２4年度～２6年度
金属プレス加

工

株式会社北上
オフィスプラザ
＇岩手県（

株式会社ベスト
＇岩手県（
川辺産業株式会
社＇岩手県（

33 H24FY 岩手県
FIR-V ハイブリッドカメラを使った歩行者検知
装置の研究開発

車両周辺に存在する歩行者を高精度に検出可能な装置をイスラエルのモービルアイ社が１０年前世界に先駆け実用化
し現在は独占的な地位を堅持している。今後は自動制動装置との連携等、予防安全を実現する運転者支援機能の高
度化が自動車産業の発展における重要な技術要素となる事は疑念の余地はない。本研究は日本国産の世界トップレ
ベルの車両周辺監視装置を開発することにより日本の自動車産業の発展に貢献していくものである。

平成２4年度～２6年度
組込みソフト

ウェア

＇地独（岩手県
工業技術セン
ター＇岩手県（

アイエスエス株式
会社＇岩手県（

34 H24FY 宮城県
蓄電池充放電管理用の高精度直流電流セ
ンサの研究開発

自動車のHV/EV 化や住宅のスマートハウス化に伴い、実質的に使用できる蓄電池領域を増やす為に、蓄電池へ入出
力する広範囲の直流電流を高精度に測定できる電流センサデバイスのニーズが高まっている。磁気ヒステリシスのな
い新たな磁心材料及び高速演算処理回路を用い、最適なセンシング構造を開発することで、ゼロ点でのドリフトが全くな
く、高精度で直流電流が検出できる、実用レベルの電流センサを開発する。

平成２4年度～２6年度
電子部品・デ
バイスの実装

公益財団法人
みやぎ産業振
興機構＇宮城
県（

東北電子工業株
式会社＇宮城県（
匠ソリューションズ
株式会社＇宮城
県（
株式会社フェロー
テック＇東京都（

戦略的基盤技術高度化支援事業＇自動車分野（の東北採択事例＇ 18-24fy 34件） 



   国内立地推進事業費補助金 採択企業一覧（東北地域） 

要件 A ：サプライチェーン型 27 件 ＇一次     ～     / 二次     ～     ：自動車関連は         （ 

要件 B ：成長産業 15 件 ＇一次     ～     / 二次     ～     ：自動車関連は       （ 

要件 C ：中小企業グループ 5 件 ＇一次           / 二次     ～     ：自動車関連は        （ 

東北地域合計 47 件  

1 13 22 35 

14 20 36 43 

21 44 47 

【東北管内の採択案件の特徴】 

東北地域の強みである電子機
器の中核部品、自動車産業の
集積効果による自動車の中核
部品、グリーンイノベーション関
係の採択案件が多いのが特徴。 

1 エプソンアトミックス(株) / 八戸市 / 電子機器の中核部品･材料 

2 三菱製紙(株)、八戸紙業(株) / 八戸市 / その他、紙関連部品  

14 多摩川精機(株) / 三沢市他 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

15 (株) ANOVA / 六ヶ所村 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

22 高周波鋳造(株) / 八戸市 / 金属加工製品 

36 北日本造船(株) / 八戸市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

青  森  県 

16 (株)阿部製作所 / 北上市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

23 日本ケミコン(株)・岩手電気工業(株)/北上市/電子機器の中核部品･材料 

37 (株)エレック北上 / 北上市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

岩  手  県 

24 (株)デンソー / 金ケ崎町 / 自動車の中核部品･材料 

25 アイシン東北(株) / 金ケ崎町 / 自動車の中核部品･材料 

26 日本発条(株)、東北日発(株) / 北上市 / 自動車の中核部品･材料  

27 水沢工業(株) / 奥州市 / 自動車の中核部品･材料  

1 2 

22 36 

14 

15 

16 23 

24 25 

26 37 

27 

3 

5 

44 

6 7 

8 

9 

9 

9 

10 

11 

17 

21 

28 

29 

44 
30 

45 

18 

18 

38 

31 

12 

19 

20 

21 

39 
40 

41 

46 

13 

32 

33 

34 

35 42 

47 
43 
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4 古川エヌ･デー･ケー(株) / 大崎市 / 電子機器の中核部品･材料 

宮  城  県 

3 (株)リコー、東北リコー(株) / 柴田町 / 電子機器の中核部品･材料  

5 古川エヌ･デー･ケー(株) / 大崎市 / 電子機器の中核部品･材料 

6 トヨタ紡織東北(株) / 大衡村 / 自動車の中核部品･材料 

7 日本製紙(株) / 石巻市 / その他、紙関連部品  

8 JFE 条鋼(株) / 仙台市 / 自動車の中核部品･材料 

9 アルプス電気(株)/涌谷町､大崎市､角田市/電子機器の中核部品･材料 

10 日鐵住金建材(株) / 仙台市 / 金属加工製品 

11 (株)金沢村田製作所 / 仙台市他 / 電子機器の中核部品・材料 

17 ソーラーフロンティア(株) / 大衡村 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

21 (株)コイワイ/大河原町他/金型（山形県の㈱双進機工とグループ化） 

28 中央精機東北(株) / 大衡村 / 自動車の中核部品･材料 

29 サンリット工業(株) / 色麻町 / 自動車の中核部品･材料 

30 トーカロ(株) / 大郷町 / 金属加工製品 

44 東北電子工業(株)、(株)緒方製作所、東北レジスタ(株) 
/ 石巻市､大崎市 / 車体内装品･材料 

45 (株)アルコム / 富谷町他 / 金型 
＇埼玉県の㈱狭山金型製作所等とグループ化（ 

18 並木精密宝石(株)/湯沢市、横手市/グリーンイノベーション･エネルギー産業 

31 日本新金属(株) / 秋田市 / 金属加工品 

秋  田  県 

38 (株)トワダソーラー / 鹿角市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

12 曙ブレーキ工業(株) / 寒河江市 / 自動車の中核部品･材料 

19 (株)ウエノ / 鶴岡市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

20 パイオニア(株) / 米沢市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

21 (株)双進機工 / 山形市 / 金型＇宮城県の㈱コイワイとグループ化） 

39 (株)オザキ / 尾花沢市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

40 山形化成(株) / 大石田町 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

山  形  県 

41 日本ケミコン(株)/長井市他/グリーンイノベーション･エネルギー産業 

46 (有)渡辺鋳造所、(株)ナガセ / 山形市 / 金型 

13 信越半導体(株) / 白河市 / 電子機器の中核部品・材料 

福  島  県 

32 日本ケミコン(株)、福島電気工業(株) 
            / 喜多方市 / 電子機器の中核部品･材料 

35 小名浜製錬(株) / いわき市 / 金属加工製品 

42 古河電池(株) / いわき市 / グリーンイノベーション･エネルギー産業 

43 (株)岡野エレクトロニクス / 喜多方市 / 先端分野 

47 (株)ダイイチ / 南相馬市他 / 蓄電池 
＇沖縄県の共栄エンジニアリング㈱等とグループ化（ 

33 (株)須藤製作所 / 矢祭町 / 自動車の中核部品･材料 

34 (株)マキシマム･テクノロジー/浅川町/自動車の中核部品･材料 

※自動車関連は採択分野・事業名から判断 



東北地域における最近の研究開発拠点の整備状況 

事業実施主体 
拠点名又は 

関連・連動する拠点名 
事業計画名 公募事業名 

東北大学 
産学連携材料開発拠点＇仙台マテ
リアルバレー（ 

産学連携材料開発拠点＇仙台マテリア
ルバレー（ 

＇平成２４年２月１４日付け採択分（平成
２３年度産業技術研究開発施設整
備費補助金 

東北大学 ＭＥＭＳ試作コインランドリー 
マイクロシステム実用化のための製造
プロセス評価設備整備 

＇平成２３年７月１５日付け採択分（企業
等の実証・評価設備等の整備事業 

東北大学 
レアメタル・グリーンイノベーション
研究開発拠点＇建設中（ 

レアメタル・グリーンイノベーション研究
開発拠点 

＇平成２３年７月１日分（ 「技術の橋渡し
拠点」整備事業 

東京エレクトロン株式会社 
東北大学 

国際産学連携集積システム研究開
発センター＇仮称（ 

省エネ社会へ向けた磁気トンネル接合
素子とその量産技術の開発 

＇平成２４年４月２７日採択分（企業等の
実証・評価設備等の開発事業 

東北大学大学院環境科学研
究科 

ＤＣ/ＡＣハイブリッドスマートビル
＇仮称（ 

スマートビルDC/ACハイブリッド制御シ
ステムの開発・実証 

＇平成２４年２月２９日採択分（ＩＴ融合に
よる新産業創出のための研究開発事業
＇産学官ＩＴ融合コンソーシアム拠点の整
備（ 

東北大学未来科学技術共同
センター 

次世代自動車関連の研究開発拠
点＇仮称（ 

ＩＴ融合による次世代自動車産業創出
のための実証・評価及び研究開発拠点
形成事業 

＇平成２４年２月２９日採択分（ＩＴ融合に
よる新産業創出のための研究開発事業
＇産学官ＩＴ融合コンソーシアム拠点の整
備（ 

東北大学 
センサネットワークシステム拠点
＇仮称（ 

東北・被災地区の復興支援に供する社
会インフラ等、点検・診断評価を目的と
した共創型クラウドの開発 

＇平成２４年２月２９日採択分（ＩＴ融合に
よる新産業創出のための研究開発事業
＇産学官ＩＴ融合コンソーシアム拠点の整
備（ 

山形大学 
有機エレクトロニクスイノベーション
センター 

有機エレクトロニクスイノベーションセン
ター 

＇平成２３年７月１日分（ 「技術の橋渡し
拠点」整備事業 

山形大学 
サトーホールディングス株式
会社 
サトープリンティング株式会社 

有機エレクトロニクスイノベーション
センター 

印刷製造プロセスを使った低コスト
RFIDタグの製造実証 

＇平成２４年４月２７日採択分（企業等の
実証・評価設備等の整備事業 

山形大学 
有機エレクトロニクスイノベーション
センター 

リチウムイオン電池性能向上型機能性
ハイブリッドセパレータの実証検証 

＇平成２４年４月２７日採択分（企業等の
実証・評価設備等の整備事業 

会津大学 共創型クラウド拠点＇仮称（ 
東北・被災地区の復興支援に供する社
会インフラ等、点検・診断評価を目的と
した共創型クラウドの開発 

＇平成２４年２月２９日採択分（ＩＴ融合に
よる新産業創出のための研究開発事業
＇産学官ＩＴ融合コンソーシアム拠点の整
備（ 

山形大学： 

有機エレクトロニクスイノベーションセンター 

東京エレクトロン(株)、東北大学： 

国債産学連携集積システム研究開発センター
＇仮称（ 

東北大学： 

MEMS試作コインランドリー 

東北大学未来科学技術共同センター： 

次世代自動車関連の研究開発拠点＇仮称（ 



 

 

 

１．国際標準化の重要性の高まり 

２．特許・ビジネスモデルと連携した標準化戦略 

３．国際標準化政策の新展開 

   ＇１（トップスタンダード制度の導入 

  ＇２（スマートグリッド国際標準化への取組 

  ＇３（新たな認証に関する取組 

  ＇４（次世代に向けた標準化人材の養成 

  ＇５（2014年ＩＥＣ東京大会に向けて 

 

国際標準化政策の新展開 
～ 知財・ビジネスモデルと連携した標準化戦略 ～ 



国際標準化の重要性の高まり＇１（ 
～標準の位置づけの変化～ 

電気自動車充電シス
テム＇カプラ形状・通
信方式等（ 

スマートシティの 

環境性能等評価
技術 

有機ＥＬ照明
の材料評価
技術 

各国、多様な分野において標準化を活用する流れが加速。 

30 
新規分野へ拡大 

○ 標準化は、従来、互換性や品質等を確保し、効率的・合理的な生産・流通

等を図るルール・ツールとして発展 

○ しかし、近年は経済・社会のグローバル化、ネットワーク化、デジタル化、

モジュール化に伴い、知財と組み合わせた標準化や認証はビジネスの利益

の源泉に。 

太陽電池
性能評価
方法 
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  1995年     WTO/TBT協定 発効 
強制規格や適合性評価手続の作成の際、 
原則として国際規格(ISO/IEC等)を基礎とすることを義務づけ 

  1996年     WTO・政府調達協定発効 
 調達基準には国際規格を基礎とすることを各国に義務づけ 

  2001年   中国のWTO加盟 
 ISO、IEC などの国際標準への整合化を政府主導で強力に推進 

欧米先進国では、国際競争力強化のため、活発な国際標準化活動を重視 

各国は新興国市場の拡大を視野に 

戦略的ツールとして国際標準化を積極的に活用 

 

1906～ 

1947～ 

国際標準化の重要性の高まり＇２（ 
～WTO・TBT協定～ 



ISO IEC ITU-T 

国際標準化機構 国際電気標準会議 
国際電気通信連合 

電気通信標準化部門 

対象 電気通信を除く全分野 電気技術分野 通信分野 

規格数 19,023規格※1 6,513規格※2 約4,000規格 

設立年 
  1926年：ISA設立 

 1947年：ISOへ改組 
1906年 1932年 

会員数 参加国数163 参加国数79 
参加国数191 

企業会員650以上※3 

※1 2011年12月現在 ※2 2012年5月現在 ※3 2006年9月現在 

 国際標準化機関の標準制定件数は、急速に拡大中。 

  ＜ISOの制定規格数＞ 1970年1,384 → 1990年7,438 →  
                        2000年12,524 → 2009年17,041 
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国際標準化機関の状況 



電気電子分野における 
国際標準提案件数＇３年平均値（の推移 
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ＩＳＯ主要国＇米、独、英、仏（と日本、中国の 
幹事国引受数の推移 

＇各年1月1日現在、出典ISOMemento) 

＇IEC事業概要＇IEC活動推進会議（のデータを基に経産省作成（ 
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6 
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ISO・IEC 
＇日本計（ 

ISO・IEC 
＇総数計（ 

割合 
＇％（ 

2001-2003 63 1,557 4.0 

2002-2004 71 1,559 4.6 

2003-2005 86 1,587 5.4 

2004-2006 94 1,450 6.5 

2005-2007 96 1,413 6.8 

2006-2008 102 1,472 6.9 

2007-2009 112 1,557 7.2 

2008-2010 125 1,636 7.6 

ＩＳＯ/ＩＥＣへの国際標準提案件数の推移 

ＩＥＣ主要国＇米、独、英、仏（と日本、中国の 
幹事国引受数の推移 
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国際標準化を巡る各国の対応＇１（ 



従来から熱心な欧州に加え、米国、中国、韓国も国際標準化に戦略的な取り組み 

国際標準化を巡る各国の対応＇２（ 

＇例（中国によるスマートグリッド関連技術に係る提案 

欧州； 拡大欧州＇27ヶ国（を背景に欧州規格＇EN（をベースとした国際標準化を
推進 

     ＇例（英国によるナノテクノロジーＴＣの提案 

     ＇例（ドイツによるバイオテクノロジーＴＣの提案 

米国； デファクト標準を数多く形成する一方、近年、国内規格をデジュール
国際標準にする動きが加速 

中国； 国際標準化の重要性に対する意識が高まりＩＳＯやＩＥＣなどにおける
活動を強化 

              → 幹事国引き受け、国際提案を急速に拡大 

韓国； 自国産業育成の観点から、特定分野に絞り込んだ国際標準化活動を積
極的に展開 

     → 照明、ロボット分野等で国際提案 

＇例（韓国によるプリンティッド・エレクトロニクスＴＣの提案 
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出所  小川紘一「プロダクト・イノベーションからビジネス・イノベーションへ」 
                             ＇IAM Discussion Paper Series ＃1（ 
     JEITA「主要電子機器の世界生産状況」 

日本企業の世界市場シェア 
世界市場の伸び 

＇２００１年を１００とした場合（ 
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出所 DVDレコーダー   ：JEITA「主要電子機器の世界生産状況」 
    DRAMメモリー           ： WSTS 
    携帯電話                    ： JEITA「主要電子機器の世界生産状況」 

DVDプレーヤー 

携帯電話 

世
界
シ
ェ
ア
（％
） 

DRAMメモリー 

○ 近年、我が国企業が技術面での優位性を背景に初期段階で高い市場シェ
アを獲得しながらも、市場拡大局面において急速にシェアを失う事例が多発。 
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新規分野における世界市場の拡大と日本のシェア喪失 



①デファクト標準＇de fact standard（ 

②フォーラム標準 

③デジュール標準＇de jure standard（ 

 “de jure”はラテン語の「法にあった」、「法律上で正式の」の意。公的標準。 

 公的な機関で明文化され公開された手続きによって作成された標準。 

 実質標準、 “de fact”はラテン語の「事実上の」の意 

 実質的に国際市場で採用しているいわゆる「世界標準」。 

 法的根拠はないが市場での競争力で勝ち抜いた標準。 

  関心のある企業などが集まって結成された“フォーラム”が中心となって作成された標準。 

  公的ではないが、“デジュール標準”のような開かれた手続きを持つ。 

  特に、先端技術分野の標準を作成する場合によく利用される。  

＇例（Windows  

＇例（写真フイルム感度 
ISO100 
ISO400 
  ： 

＇例（Blue Tooth 

無線通信で接続 

11 

製品差別化
ライセンス

価格
ライセンス

相手
普及 標準の改良

デファクト
標準

自社独自製品
で市場を占有
可能

自由 自由
開発企業の事業
戦略次第

市場を失わない

範囲で自由に改良
できる

フォーラム
標準 標準化された

部分の差別化
は困難

フォーラムの
規則によるが
通常安価

制限すると独
禁法違反とな
る可能性あり

フォーラムメン
バーが大いほど
普及は早い

フォーラムメンバー
が合意すれば改良
可能

デジュール
標準

リーゾナブル
な価格で提供
する義務あり

誰にでも

無差別に提供
する義務あり

最も普及しやす
い

改良に時間がかか
る

＇出所：「コンセンサス標
準」(新宅･江藤編)より抜
粋（ 
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標準化と技術の保有形態 



コア部分を特定 

クローズ化 オープン化 

コア部分 コア部分以外 

・秘匿化＇ノウハウ（ 

・権利化＇独占実施（ 

・特許侵害差し止め 

・標準化 

・パテントプール 

・ライセンシング 

・無償実施 

・オープンソースソフト 
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オープン／クローズ戦略の立案フロー 

差別化
の源泉 
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特許と標準の関係パターン 
A. 標準化技術と自社特許技術が

重複 
B. 自社特許技術の周辺部分が標準 
  ＇両者は密接に関連（ 

C. 自社特許技術等(*)を際立たせる標準 
  ＇両者は独立（ 

概念図   
 
 
 
 
 
 

    

特許活
用法 

ライセンス(RAND) 
無償提供 

独占 
ライセンス 

独占 

標準の
典型例 

通信プロトコル標準 
フォーマット標準 

インターフェイス標準 
通信プロトコル標準 

試験方法標準 
測定方法標準 

メリット ・規格の普及により製品市
場が拡大すれば製品収益
の増大はもちろんライセン
ス料収益も増大する。 

・規格準拠周辺領域の競争激化に
より、周辺部品を安価に調達でき
る。 

・特許独占＆規格の普及→自社
製品高シェア化、フォロワー追従
困難 

・自社に優位な規格＇例えば特別
な品質レベルの設定（により自
社コア特許技術等の優位性を
アピールできる。 

例 記録媒体、携帯電話通信な
ど 

パテントプールなど 
・LTE＇第4世代携帯電話（ 
・W-CDMA 
・Blu-ray 

機械や部品など 
・PDF 
・QRコード 
・車載LAN 
・CAMELIA 

素材技術など 
・光触媒 
・特殊鋼 
・炭素繊維 
 

押上げ効果 

アピール効果 

※「特許等」とは特許及びノウハウのこと 38



標準化戦略と知財戦略 

収益 

標準化戦略 

知的財産戦略 

事業展開可能な適切な必須 

特許のライセンス水準 

試験合格品にロゴ付与、 

規格ロゴの商標権で取締強化 

パテントプールの活用と 

RAND条件(*)の徹底 

(*) RAND(Reasonable and Non-Discriminable条件とは安価で無差別なライセンス条件のこと 

○標準化戦略と一体化した知財戦略 
  企業がBDAに参画を希望する際、 BDA By Laws＇パテントポリシー（の遵守や必須特許のRAND条件実施許諾を含む宣言書に
署名が必要。アウトサイダーはもちろん、BDA脱退者に対してもRAND条件を徹底している。 BDAは必須特許リストを管理しており、
各社には必須特許数に応じてライセンス収入が配分されることとなっている。CD, DVDの規格も合わせて3つの規格を包含したパテ
ントプールOne-Blueを構築した。 

 BDAは、一定のテストに合格した製品にロゴの使用を許諾しているが、当該ロゴは商標登録されており、米国等では、ロゴを勝手に
使用している模倣品や非準拠品に対して、商標権を行使して税関での差止めを実施。 
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Blu-ray Disc 
ヒアリング企業: パナソニック 

標準化部分: 画像処理、フォーマット等 

○ フォーラム(BDA)でパテントプールを管理し、規格特許のRAND条件を徹底。 
○ 規格ロゴの商標権を取得し、税関等で模倣品や非準拠品を積極的に差止 

BDAとは 
 Blu-ray Disc Associationの略で、Blu-ray Discの規格策定・
普及を目的に設立されたオープンな企業団体であり、世界各国の
企業約１４０社が参画。いわゆるフォーラム標準として、Blu-
ray Discの作成・利用に必要な規格を策定。 

事例（タイプＡ） 

タイプA 

 

 



標準化戦略と知財戦略 

○標準化戦略 
  デジタルカメラやプリンタなどの機器間で記録メディアを介して画像の相互利用を実現するための規格ＤＣＦを標準化＇ＤＣＦはファイ
ル名の付け方やフォルダの構成を規定（。 

○知財戦略 
  画像処理回路やレンズ等の技術優位部分をブラックボックスとして各社の差別領域としている。 
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 デジタルカメラ 
標準化部分: ファイルフォーマット等 

ヒアリング団体: カメラ映像機器工業会 

収益 

標準化戦略 

知的財産戦略 

新市場の確立 

非標準化領域の 

技術独占による差別化 

○ファイルフォーマット等の標準化により消費者の利便性を向上。 

○画像処理回路やレンズ等、技術優位部分はブラックボックス化。 

事例（タイプＢ） 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

デジタルカメラ 世界生産台数

デジタルカメラ 日系企業生産割合

＇千台（ 

世
界
シ
ェ
ア
（％
） 世界生産台数 

７．５倍 

メモリカード 

レンズ 

USB 

マスストレージクラス 

PC スチルイメージクラス 

Printer 

+ PictBridge 

 アプリプロトコル Exif / 

DCF 

画像転送プロトコル
(ISO15740) 

レンズ 
マウント 

画像処理回路 

ブラックボックス領域 

オープン領域 

タイプB 



標準化戦略と知財戦略 

収益 

標準化戦略 

知財戦略 

日本企業に有利な標準化 

非標準化領域＇水晶製造ノウハ
ウ（のブラックボックス化 

○標準化戦略 
  日本だけが最高品質の人工水晶を製造可能だったため、特別に高品質なレベル(赤外線吸収係数Aa, インクルージョン密度グレード
表Ia, Ib)を積極的に提案、IEC化。これらにより高品質な日本製品の差別化が可能となり製品競争力を維持、消費者が目に見えない機
能を有する製品であっても購入意欲を喚起し、市場拡大を実現。 

○知財戦略 
  最高品質の人工水晶を製造するノウハウを各社独占実施し、競争力を維持している。 

赤外線吸収計数αグレード表(IEC 60758) 

0.068 0.100 0.140 0.015 0.024 0.050 

C D E Aa A B 

高安定高品質 
水晶振動子 

高周波産業用 
水晶振動子 

低周波 
振動子 

α3585 

等級 

用途 

高品質の見える化 

普及品との差別化 

Ⅰa Ⅰb Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

インクルージョン密度グレード表＇単位：個/cm3（ 
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タイプC 

押上げ効果 

アピール効果 

標準化部分: 水晶デバイスの品質評価基準 
国内審議団体:電子情報通信学会  水晶デバイス 

○日本が有する高水準の水晶デバイスの品質評価基準を標準化。 

○高品質な日本製品の差別化が可能となり、製品競争力を維持。 

事例（タイプＣ） 

※α値が小さいほど高品質 

※インクルージョン密度が
尐ないほど高品質 



国際標準発行 

 
国際コンセンサス形成 

 国際標準化機構＇ISO（・国際電気標準会議＇IEC（ 

ト
ッ
プ
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
制
度 

新規提案企業 

・グループ 

日本工業標準 
調査会で 

迅速に審査 

B. 

従
来
の
制
度 

国内業界 
団体等 

通常の 

コンセン
サス・ 

プロセス 

A. 

トップスタンダード制度 

① 意欲ある個社やグループからの提
案が可能に 

 ② 技術革新が早い、関係国の動き
が早い等の理由から早急な対応が
必要な場合に、迅速な国際標準化
提案が可能に＇数ヶ月（ 

③ 横断的分野・新産業分野など既存
の専門部会＇ＴＣ（が存在しない場合
に、迅速な新ＴＣの設置提案が可能
に ２～３年 ２～３ヶ月 

３～５年 

○ 従来は、既存の国内審議団体からの提案のみ。 業界コンセンサスを得るために２－３
年必要。 

○  トップスタンダード制度により、個社やグループからの優れた国際標準提案を、日本工
業標準調査会が迅速に審査し、国際標準化機関＇ＩＳＯ，ＩＥＣ（に提案する道を拓いた。  

トップスタンダード制度の創設 
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ＩＳＯ/ＩＥＣ国内審議団体＇国際標準原案策定（ 

国際標準化機構＇ISO（/国際電気標準会議＇IEC（ 

関係企業 研究機関 大学 

日本工業標準調査会＇JISC（ 
事務局：基準認証ユニット 

従
来
の

制
度 

ISO/IECは１国１機関のみ会員資格が認められる 
日本からはJISCが参加 

提案・登録段階 
NP＇New work item Proposal) 

委員会段階 
CD＇Committee Draft) 

照会・承認段階 
DIS/FDIS＇Draft International Standard) 

発行 
IS＇International Standard) 

ト
ップ
ス
タ
ン
ダ
ー

ド
制
度 

新規提案企業・グループ等 

業界コンセンサスの形成 
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原案策定に係る規格
作成や試験・データ収
集等に係る費用支援 

業界団体等の内部でのコ
ンセンサス形成を必須とし
ない迅速な国際標準提案
制度 

提案企業への出張旅
費支援 

他国から賛成票を投
じてもらうための外国
人コンサルタント支援
＇標準化専門家派遣（ 

基準U職員自身の国
際会議への出席によ
る現場支援 

国際 

国内 

○ 国際標準化に至る各段階で、一気通貫の支援を行う。 

○ これにより、国際標準提案に縁遠かった中小・ベンチャー企業に対して
も、活用を促す。 

国
際
標
準
策
定
手
順 

国際標準化支援 



○  ２０１０年１月、経済産業省は、スマートグリッドの国際標準化について、官民が戦
略的に取り組むべき２６の重要アイテムを特定。 

○ 日本工業標準調査会の下に、「スマートグリッド国際標準化戦略分科会」を本年５
月に設置し、現在、２６の重要アイテムの３年目の見直し等に取り組んでいるところ。 

系
統
用
蓄
電
池 

配
電
網
管
理 
デ
マ
ン
ド
レ
ス
ポ
ン
ス 

需
要
側 

 
 

蓄
電
池 

電
気
自
動
車 

Ａ
Ｍ
Ｉ
シ
ス
テ
ム 
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スマートグリッド分野の国際標準化への取組 
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○ 「知的財産推進計画2010」＇平成22年5月、知的財産戦略本部決定（において、
今後、世界的な成長が期待され、我が国が優れた技術を有する７分野を、まず
注力すべき「国際標準化特定戦略分野」として選定。 

46 

１ ［先端医療］ iPS細胞、先端医療機器 
                         【責任府省】内閣府＇総合科学技術会議（、文部科学省、厚生労働省、経済産業省 

２ 水 
                        【責任府省】厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省 

３ 次世代自動車 
                        【責任府省】経済産業省、国土交通省 

４ 鉄道 
                        【責任府省】経済産業省、国土交通省 

５ ［エネルギーマネジメント］ スマートグリッド、燃料電池、ＬＥＤ、蓄電池                                                                                                

                        【責任府省】総務省、経済産業省 

６ ［コンテンツメディア］ クラウド、デジタルメディアサービス 
                        【責任府省】総務省、経済産業省 

７ ロボット 
                        【責任府省】厚生労働省、経済産業省 

「国際標準化特定戦略分野」（７分野１２項目） 

国際標準化戦略７分野 
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「消費者に、製品の性能や 

 組織の健全性を正しく伝
え、他社との差別化を図 

 りたい。」 

他社との差別化 

「法律等の規制への対応や、
製品事故に伴うリスク（PL

訴訟等）対策のため、安全
基準を見たしている事を証
明したい。」 

安全性の証明 

「海外の市場に自社のサー
ビスを輸出するに当たり、
取引先の要求事項や輸出
先の規制（ルール）に適
合していることを示した
い。」 

海外市場へのパスポート 

購入者 
市場 

参照 

製品 

購入者 

安全基準に 
基づく評価 

市場 

参照 
投入 

性能基準に 
基づく評価 

製品C 製品B 製品A 

○ 企業は自社の健全性、提供する製品・サービス等の安全性や品質等の
信頼性が増し、市場にアピールできる。 

○ 消費者や取引先＇購入者（にとっては、安全・安心や品質の 
 良い商品・サービスを選択するための信頼のおける目印になる。 

○ 認証は、「信頼性」で企業と購入者をつなぐ“あかし”となる。 

認証を取るメリット 



これまで 研究開発プロジェクト
の実施 

評価基準の策定 認証 市場化 

目指す
べき所 

研究開発プロジェクトの実施 
企業・大学・研究機関等 

 
 
 
 

評価基準の策定 
企業・大学・研究機

関等 

認証スキーム 
の構築 

認証機関等 

迅速な 
市場化 

共同試験設備の活用 
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これまでの課題：認証が後回しになることで 
                                市場への本格投入に遅れ 

解決策：研究開発と一体的に認証スキームを 
      構築することで、迅速な市場化が期待 

ISOにおいて生活支援ロボットの安全性にかかる評価基準を策定中。 

また、安全性評価に関する認証スキーム構築に向けた取組を、産総研、企業、大学 

認証機関等により推進中。 

生活支援ロボット 

平成２４年度から、資源エネルギー庁と協力し、再生可能エネルギー等の普及拡大や日本
メーカー等の競争力強化を目的として、再生可能エネルギー等の新技術について、共通基
盤となる試験方法の確立や安全性能評価基準の開発を行うとともにそれら試験方法への
適合性確認の手法の開発・実証を行う事業を開始。 

＜研究分野具体例＞太陽光発電、蓄電池、太陽熱、風力発電、バイオマス 等 

新エネルギー＇風力発電、太陽電池など（ 

Prof. Sankai University of Tsukuba  

/  CYBERDYNE Inc. 

研究開発と一体的な新技術の認証スキームの構築 



次世代に向けた標準化人材養成について＇国の取組（ 

国際標準化活動を推進する上で、その
人材、特に次世代を担う人材が量・質

ともに不足気味。 

これを尐しでも解消するため、今後日
本から提案する標準化案を各国に賛
同させるようなマネージメントが出来る

人材の育成を目指す。 

次世代の標準化人材養成プログラム＇ﾔﾝﾌﾟﾛ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（の実行 
 

参加を希望する各企業の若手を対象に国際標準化戦略に関する研修等を実施。 
 ① ヤンプロ・ジャパン講座 
    ［期   間］ 1期：2012年7月から9月まで実施 ＇場所：経済産業省（ 
             2期：2013年1月から3月＇予定（  ＇場所：近畿経済産業局（ 
    ［講   師］ 主任講師：原田節雄氏＇日本規格協会技術顧問（       
     [カリキュラム(骨子)]  ○人と組織を動かす方法 
                   ○国際交渉術や英語表現等のビジネスツール 
     ○国際標準化の組織と事例研究 

 ② 若手人材実地研修＇検討中（ 

 ③ 2014年IEC東京大会参加  
49 

(第１期ヤンプロ・ジャパン講座・講義風景（ 



「次世代標準化人材養成プログラム」 
ヤンプロ・ジャパン講座 受講生の声 

（2012年7月～9月 東京開催） 

標準化活動を行う他社の若手社員と知り合うことが
できたので、刺激になりました。今後も、このつなが
りを大切にしていきたいと思っています。 

書籍では学ぶことの
できない、原田先生の
経験に基づく講義か
ら得られた知識は、私
にとって一生の財産
になりました。 

標準化という戦場で共に戦う仲
間に出会えたこと、何物にも代
え難い宝となりました！ 

国際標準化の舞台を目指して、一緒に成長しましょう！！ 

この講座は、標準化活動
への参加以前に、人間
社会又は組織の一員で
ある自身を見つめ直す最
良の機会です。忙しい中
での参加でも決して後悔
しないことを保証します。 

標準化の世界で
活躍する同世代
の仲間との交流
でモチベーション
が上がりました！ 

原田先生の講座で学んだ組
織論、交渉術は目からうろこ
でした。これを大事にして、国
際会議の場に臨んでいきた
いと思いました。 

国際標準化に関するイロハや、実体験に基づく
交渉術が学べ、 非常に勉強になりました。 

長年のご経験に基づいた
講義内容から幅広く刺激
を受けました。原田講師の
教えを参考に自らを省み
つつ，標準化活動に邁進
していきます。 

自社の国際エキス
パートが苦労してい
る国際標準化の裏
側が知れて非常に
有意義でした。 

標準化の基礎知識
はもちろん、社会の
仕組みや会議術・
交渉術など幅広く学
ぶことができ、視野
が大きく広がりまし
た。 

国際標準化の第一人者である原田
講師より、交渉の「奥義」を伺うこと
ができ、大変勉強になりました。 

国際標準化の活動
を俯瞰する視野や
考え方を得られ、 

現在の立ち位置を
理解できました。 
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次世代に向けた標準化人材養成について＇企業の取組（ 

企業での標準化人材育成取組事例 

ソニー 

○ソニー標準化フォーラム
＇年１回（の開催。 

○国際標準化を題材とした
ビジネス交渉術セミナー
＇人材育成（の開催。 

○標準化貢献表彰の実施
＇十数年前から（。 

など 

日立 

○技術研修やベテランの知見共有の
ための語り部プロジェクト実施。 

○標準化の事例紹介等を行うワーク
ショップの開催。 

○部門の実情に合わせた標準化教育
推進のための教育分科会の設置。 

○全社表彰＇国際標準化賞（ 
など 

キヤノン 

○事業部及び関係会社
からの要請に応じた標
準化教育の実施＇年数
回程度（。 

○インターンシップ生の
受入＇2011年度まで（。 

○ 学会等での講演。 
など 

出典：画像電子学会 第８回及び第９回 国際標準化教育＇STD（研究会資料 
    基準認証イノベーション技術研究組合 人材委員会資料 

富士通 
○マーケティング、Ｒ＆Ｄ、知的財産、スタンダードの「四位一体」を理想として、スタンダード活動を 

事業戦略に組み込むべく活動を推進。 
○スタンダード推進委員会＇副社長ヘッド（の開催。 
○標準化と関連が強い部門＇通信・デバイス・知財部門等（での標準・関連知財教育。 
○スタンダード活動表彰制度。 
○インターンシップ生の受入、大学＇院（での講義。 
                                                        など 



• 次世代を担う若者に対する標準化教育の状況 
 

– 大学・専門学校【講座】 
2007年度 3校＇千葉大学、東京工業大学 他（ 
2008年度 5校＇早稲田大学 他（ 
2009年度 4校＇東京理科大学 他（ 
2010年度 9校＇九州工業大学 他（ 
2011年度 2校＇中部大学、早稲田大学（ 
）九州大学で新規の講座開設準備中＇2012年度（    

 
 
 
 
    
 
 
 

        
 
 
 
 
 
 
 
 
－その他、小・中学校・高校への出前授業を実施 
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早稲田大学での取組 
 
○本講座は、早稲田大学大学院 理工学術院の正規

科目として開講。 
○大学院生を中心とした講座であるが、理工学部生

の聴講も可能。 
○ビジネスに役に立つ標準化知識を本授業で獲得

することを目指す。 
 
＜本講座での講義事項＞ 
 
＇標準化の基礎知識（ 
○標準化が社会に果たす役割 
○企業ビジネスと国際標準化 
○標準化と他の知的財産の関係 
 
＇標準化の応用知識（ 
○携帯電話やデジタルテレビ放送など、国際標準化

が活用されている事例の研究 
○研究開発段階から国際標準化を意識した事業計

画の立案 

 九州大学での新たな取組＇新規（ 
～「技術経営・国際標準化戦略特論」開設～ 
 

○本年度後期から九州大学大学院の講座として開
講。 

○大学院共通科目として文系理系を問わず幅広い分
野から聴講・受講が可能。 

○技術経営分野において国際標準化戦略の視点を
もって①事業経営を行う人材、②国際的な連携・競
争の中で技術戦略を企画・推進する人材を育成。 

＜本講座での講義内容＞ 

１．体系的知識： 技術経営と標準化概論 

２．国際ビジネス・政策現場： 企業経営者等、標
準化専門家、政府関係者からの実践講義 

３．実践： 政策企画立案・経営戦略実習 

次世代に向けた標準化人材養成について＇大学等の取組（ 
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２０１４年ＩＥＣ東京大会に向けて 

国際標準提案力を高め、 
日本企業の標準化活動を強固なものにしていく 

絶好の機会 

ＪＡＰＡＮ Ｓｔａｎｄｉｎｇ Ｙｅａｒｓ 
この３年間は日本にとって重要なイベントが目白押し 

2011 

10月 

2012 

 10月 ＩＥＣオスロ総会にて 
    野村淳二・次期IEC会長決定 

ＩＥＣ大会東京招致を正式に
承認 

ＣＡＢ委員に梶屋氏が再任 

2014 

   1月 野村ＩＥＣ会長就任＇～ 2016年（ 

ＩＥＣ副会長兼ＣＡＢ議長に
藤澤氏が再任 

開催予定場所 ： 東京国際フォーラム 

開催規模 ： 企業関係者など1500名程度 

     (海外：1000人、邦人：500人) 

招致ＴＣ／ＳＣ ： 40～50を検討中  

IEC東京大会 
2014年11月4～15日 

経済産業省は、日本が影響力を発揮し得る
ＪＡＰＡＮ Ｓｔａｎｄｉｎｇ Ｙｅａｒｓの機会に、 

我が国にとって有益な分野での国際標準
の獲得数の増加を目指す。 

JAPAN Standing Years 

日本人が国際組織において立候補＇Ｓｔａｎｄｉｎｇ（している期間に、 

日本が世界で際だつ＇Ｓｔａｎｄ（ため、 

国際標準化＇Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ（を積極的に活用することが目標 

IECオスロ大会にて野村淳二・次期
IEC会長決定＇ 2012年10月5日（ 


